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自動車税制企画室  

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のための 

軽自動車税種別割の課税上の取扱いについて 

 

 軽自動車の保有関係手続に関し、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、

３月末に窓口での申請手続が集中する傾向を回避するため、令和２年４月１日を賦課期

日とする軽自動車税種別割に限り、「新型コロナウイルス感染症の拡大防止のための自

動車税種別割及び軽自動車税種別割に係る取扱いについて（令和２年３月 17 日付け総

税都第 11号）」により、その課税上の取扱いに係る留意事項を周知したところです。 

 同通知において別途通知することとしている具体的な取扱いについて、下記手順のと

おりとしますので、適切にご対応いただくようお願いします。 

 なお、当該取扱いは、三輪以上の軽自動車に対するものである旨申し添えます。 

 

記 

 

１．所有者名義変更を伴う自動車検査証返納届出（所有者名義変更が自団体内の場合） 

（※輸出関係手続については、以下の手続において、「自動車検査証返納証明書」（別紙

２）を「輸出予定届出証明書」（別紙３）に読み替えることとする） 

 ①(ｱ)新所有者は、「申立書」（別紙１）の作成を行う。 

  (ｲ)新所有者は、「申立書」及び申請書を軽自動車検査協会に提出し、軽自動車検査

協会はその内容を確認のうえ、「申立書」に押印するとともに、「自動車検査証

返納証明書」の原本及び写しを交付する。 

②新所有者は、押印された「申立書」及び「自動車検査証返納証明書」（原本及び写

し）を軽自動車検査協会より受領する。 

③新所有者は、市町村が税申告受付を委託する団体等（以下、委託先団体等という。）

に、「申立書」、「自動車検査証返納証明書」の写し及び「税申告書」を提出し、委託

先団体等は委託元の市町村に回付する（なお、「自動車検査証返納証明書」の原本

については、従来通り新所有者が保管する）。 



④新所有者は、手続の都合上、納税通知書が発送されるおそれがあり、その場合は納

付しないよう旧所有者へ連絡する。 

 ⑤市町村は、軽自動車検査協会から総務省経由で課税取消を行う対象車両の情報（別

紙６）を取得する。 

 ⑥市町村は、⑤で提供を受ける情報や、③で申告される情報を基に、課税取消等の処

理を行う。 

 

２．所有者名義変更を伴う自動車検査証返納届出（所有者名義変更により他団体に転出

している場合） 

（※輸出関係手続については、以下の手続において、「自動車検査証返納証明書」（別紙

２）を「輸出予定届出証明書」（別紙３）に読み替えることとする） 

 ①(ｱ)新所有者は、「申立書」（別紙１）の作成を行う。 

  (ｲ)新所有者は、「申立書」及び申請書を軽自動車検査協会に提出し、軽自動車検査

協会はその内容を確認のうえ、「申立書」に押印するとともに、自動車検査証返

納証明書の原本及び写しを交付する。 

②新所有者は、押印された「申立書」及び「自動車検査証返納証明書」（原本及び写

し）を軽自動車検査協会より受領する。 

 ③新所有者は、（これまで課税停止を行う際に行ってきた通常の取扱いにしたがい、）

税申告を提出する際に「申立書」及び「自動車検査証返納証明書」の写しを添付し、

委託先団体等を通じ、又は自ら転入元の市町村に提出する（なお、「自動車検査証

返納証明書」の原本については、従来通り新所有者が保管する）。 

④新所有者は、手続の都合上、納税通知書が発送されるおそれがあり、その場合は納

付しないよう旧所有者へ連絡する。 

 ⑤転入元の市町村は、軽自動車検査協会から総務省経由で課税取消を行う対象車両の

情報（別紙６）を取得する。 

 ⑥転入元の市町村は、⑤で提供を受ける情報や、③で申告される情報を基に、課税取

消等の処理を行う。 

 

３．解体を伴う自動車検査証返納届出 

 ①解体を伴う自動車検査証返納届出を行う者は、自動車リサイクルシステムのホーム

ページで解体を行った車両の「車両状況照会」（別紙４）をあらかじめ印刷する。 

 （軽自動車検査協会から取り寄せる「検査記録事項等証明書」（別紙５）でも可とす

る） 

 ②解体を伴う自動車検査証返納届出を行う者は、押印された「申立書」を軽自動車検

査協会より受領する。 



 ③解体を伴う自動車検査証返納届出を行う者は、「車両状況照会」とともに税申告書

を市町村に提出し、市町村は、「車両状況照会」の解体報告記録日により事象発生

日を確認する。 

 ④解体を伴う自動車検査証返納届出を行う者は、手続の都合上、納税通知書が発送さ

れるおそれがあり、その場合は納付しないよう旧所有者へ連絡する。 

 ⑤市町村は、軽自動車検査協会から総務省経由で課税取消を行う対象車両の情報（別

紙６）を取得する。 

 ⑥市町村は、⑤で提供を受ける情報や、③で申告される情報を基に、課税取消等の処

理を行う。 

 

４．上記１.⑤、２.⑤、３.⑤に記載の必要な情報提供に係る今後のスケジュール（案） 

対象手続の申請年月日 情報提供予定日 

令和２年４月１日（水）～令和２年４月３日（金） 令和２年４月 17日（金） 

令和２年４月６日（月）～令和２年４月 10 日（金） 令和２年４月 22日（水） 

令和２年４月 13日（月）～令和２年４月 15 日（水） 令和２年４月 24日（金） 

※軽自動車検査協会の作業の進捗によっては、データ提供日が前後する可能性があります。 
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